
カーボンニュートラルに向けた取組について

資 料 １

１ 国等の動向について

令和３(2021)年７月１日 栃木県環境森林部気候変動対策課



気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）において「パリ協定」が採択、翌年発

効

世界的な平均気温の上昇を、産業革命以前に比べて2℃未満に保つとともに、1.5℃に抑

える努力を追求

そのために、今世紀後半には人為的な温室効果ガス排出量を実質ゼロ（＝カーボンニュ

ートラル）にすることを目指す

H27.12.12 パリ協定採択

（１）気候変動対策の経緯

出展：外務省HP
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成長戦略の柱に「経済と環境の好循環」を掲げ、グリーン社会の実現に注力

2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボン

ニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す

鍵は、次世代太陽電池、カーボンリサイクルなどの革新的イノベーション

省エネを徹底し再エネを最大限導入、安全最優先で原子力政策を進め安定的なエネルギ

ー供給を確立、石炭火力に対する政策は抜本見直し

R2.10.26 第203回国会 菅総理所信表明演説（要旨）

（２）カーボンニュートラル宣言
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（２）カーボンニュートラル宣言

＜宣言前の日本の目標＞

2050年カーボンニュートラル実現＝「実質ゼロ」

「46％＋α削減」に上方修正
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（３）カーボンニュートラル実現に向けた主な取組（省庁別）

•2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 【R2.12/R3.6改訂】

• 第6次エネルギー基本計画 【取組中】経済産業省

• 改正 地球温暖化対策推進法 【R3.6.2】

• 改訂 地球温暖化対策計画 【取組中】

環境省

• 国・地方脱炭素実現会議の開催 【R2.12～R3.6】

• 地域脱炭素ロードマップ 【R3.6.9】

内閣官房

環境省

カーボンプライシング導入検討【取組中】
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（３）カーボンニュートラル実現に向けた主な取組（施策別）

施 策 主 な 内 容

○ 革新的なイノベーションの推進
• グリーン成長戦略＝経済と環境の好循環を作っていく産業政策
• ２兆円の基金を創設、過去最高水準の最大10％の税額控除
• 次世代太陽光発電、低コストの蓄電池、カーボンリサイクルなど、野心的イノ
ベーションに挑戦する企業を支援し、最先端技術の開発・実用化を加速

• 成長が期待される産業14分野で高い目標を設定、あらゆる政策を総動員

○ カーボンニュートラルの法的位置付け 等
• パリ協定・2050年カーボンニュートラル宣言等を踏まえた基本理念の新設
• 地域の再エネ脱炭素化促進事業を市町村が認定する制度の創設
• 企業の排出量情報のデジタル化・オープンデータ化を原則化

○ 国と地方の協働・共創
• 地域の「暮らし」「社会」分野を中心としたゼロカーボンシティの取組を支援
• 2030年度までに、脱炭素を実現する先行地域を100カ所以上創出

○ エネルギー政策の見直し
• 2030年▲46％、2050年カーボンニュートラルを見据えた電源構成目標
• 水素、洋上風力等の再生可能エネルギーの拡充、送電線の増強
• 安全最優先で原子力政策を進め、安定的なエネルギー供給を確立

❶ 2050年カーボンニュートラルに伴う
グリーン成長戦略

【R2.12/R3.6改訂】

❷ 改正 地球温暖化対策推進法
【R3.6.2】

❹ 第6次エネルギー基本計画
【今夏】

❸ 地域脱炭素ロードマップ
【R3.6.9】
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❶ 2050年カーボンニュートラルに伴う
グリーン成長戦略

R3.6.18 経済産業省公表資料 抜粋
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❷ 「改正 地球温暖化対策推進法」の概要

環境省公表資料 抜粋
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❸ 「地域脱炭素ロードマップ」の概要
R3.6.９ 環境省公表資料 抜粋
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